　（別　紙）
答　　　　申

審査会の結論

北九州市教育委員会教育長（以下「処分庁」という。）は、本件審査請求の対象となった公文書の非公開部分のうち、次の公文書に記載された学校名、電話番号、校長の氏名及び校長の印影中の学校名、並びに加害教師及び担任教師以外の教師の組と氏名を公開すべきである。その他の部分を非公開とした処分は妥当である。

　平成１２年５月８日付学校事故報告書
　平成１２年８月１日付学校事故報告書
　平成１２年９月２１日付学校事故報告書
　平成１２年１２月１１日付学校事故報告書

第1　審査請求に至る経緯等

　１　審査請求人は、平成１４年１月３１日、北九州市情報公開条例（平成元年北九州市条例第２２号。平成１３年北九州市条例第４２号による改正前のもの。以下「条例」という。）第５条第１号の規定に基づき、処分庁に対して、次の公文書の公開請求（以下「本件請求」という。）を行った。

　　「北九州市立小・中・高等学校より北九州市教委に提出された学校事故報告書のうち、いじめ、体罰、校内暴力に関する報告書（平成１２年度分）」

２　処分庁は､本件請求に係る公文書について､平成１４年２月２８日付で、公文書の一部について公開を行わない旨の決定（平成１４年２月２８日付北九教指二第３５９号。以下「部分非公開決定処分」という。）を行い、平成１４年３月４日に審査請求人に対し本件請求に係る２６件の公文書を公開した。

審査請求人は、公文書公開決定通知書を同日受領した。

　３　審査請求人は、平成１４年４月２２日、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第５条第１項の規定に基づき、部分非公開決定処分のうち、体罰に関する９件の公文書（以下「本件公文書」という。）に係るもの（以下「本件処分」という。）を不服として、北九州市教育委員会に対し審査請求を行った。

第２　審査請求人の主張要旨

　１　審査請求の趣旨

　　　審査請求の趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

　２　審査請求の理由

　　　審査請求人が、審査請求書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張し

ている審査請求の主たる理由は次のように要約される。

　（１）体罰に関する学校事故報告書の記載事項の公開については、過去に審査請求人が二度にわたって提起した審査請求に対して「学校の名称及び電話番号、校長の氏名並びに校長印の印影中の学校名を公開すべきである」として、既に北九州市情報公開審査会答申第２１号（平成１２年３月２１日）及び第２７号（平成１３年１０月３日）において判断がなされている。

　　　　また、北九州市教育委員会（以下「審査庁」という。）が、それらの審査請求に対し、審査会答申を尊重する裁決（平成１２年４月２５日及び同１３年１０月２５日）を行ったにもかかわらず、処分庁の見解や認識は以前と全く変わることなく、今回も従来どおりの処分を行った。

　（２）過去の答申及び裁決からすれば、本件公文書のうち、被害児童が小学校に在学中のケースを除けば他は全て卒業しているため、学校名などを公開しても被害生徒の不利益は考えらないと判断される。処分庁は、「審査請求人は過去の答申及び裁決の解釈を誤っている」と主張するが、解釈を誤っているのは処分庁である。

　　　　処分庁は、少なくとも答申を尊重してなされた過去２回の裁決に基づき、とりわけ非公開情報については厳格に解釈を行い、条例の趣旨を尊重して公開を原則とすべきである。条例及び審査会の答申尊重は、民主主義の初歩的原則である。

（３）本件請求によって明らかになった体罰は、報告された分だけでも９件あり、前年を５件も上回っている。これは、体罰が違法行為でありながら依然子どもの権利侵害が事実上放置されていることを示している。

　　　また、体罰に関する情報を保護者・住民に分かるように公開し、体罰の原因や背景を探り、学校・教師、保護者・住民、児童・生徒の信頼関係をつくり出してこそ、体罰根絶の展望を確実に切り開くことになる。

　　　　多くの研究者が言っているとおり、子どもの権利侵害である体罰は、情報を公開して事実を明らかにすることによってしか解決できない。

　（４）被害生徒が識別され得る情報という点については、加害教師の氏名を含めて公開しても被害生徒の氏名まで特定されるということにはならず、大方の関心は、どんな教師がどんな場面で体罰を行ったかという、加害行為に向かうのではないかと考えられる。

　　　　実際、東京都品川区教育委員会は、被害生徒の氏名などは非公開とする一方、学校名などはもとより加害教師名、被害生徒を診察した病院名、治療費の金額まで公開している。

第３　審査請求に対する処分庁の説明要旨

　　　処分庁が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

１　本件処分において非公開とした情報（以下「本件非公開情報」という。）は、学校名、学校の電話番号、校長名、児童又は生徒の組、続柄及び住所、担任氏名、教諭等の氏名、病院名、病院の所在地及び病院の電話番号並びに児童又は生徒の氏名及び保護者の氏名である

　２　条例第６条第１号（個人情報）該当性

　（１）校長の氏名、教師等の氏名、児童及び生徒の氏名、保護者の氏名、担任氏名は、特定の個人が識別され、又は識別され得る情報に該当するため、当該情報は本号本文に該当する。

　（２）これらの情報は、法令等の規定により何人も閲覧することができる情報に該当しないものであり、公表することを目的とした情報にも該当しない。

　（３）本件非公開情報のうち公務員の氏名について検討すると、加害教師の氏名については、公開することにより、当該公務員の個人の利益が害されるので、ただし書ウに該当しないが、これを除く他の情報については、公開しても当該公務員の個人の利益が害されないので、ただし書ウに該当する。

　（４）しかし、本号本文の「特定の個人が識別され、又は識別され得るもの」とは、住所及び氏名のように特定の個人が識別される情報のほか、その情報と他の情報が相まって特定の個人が識別され得る情報をいうものである。本件非公開情報のうち、校長の氏名、学校名、学校の電話番号なども、これを公開することにより児童生徒及び加害教師が特定されるものであり、したがってこれらの情報は本号本文に該当する。

　３　平成１２年４月２５日付北九教指企第２５号裁決及び平成１３年１０月２５日付北九教指企第１５９号裁決該当性

　（１）本件処分は、審査請求人から過去に提起された審査請求に対し、審査庁が審査会の答申を得て行った上記裁決における判断基準に従い、本件公文書については学校名などを公開すると、他の情報と相まって児童又は生徒並びに教師個人が識別され得ると判断したものである。

　（２）審査請求人は本件処分に対し、処分庁は上記答申及び裁決における判断を尊重することなく従来どおりの部分公開を行ったと主張している。

　（３）しかしながら、上記答申及び裁決においては、いかなる場合も学校名などを公開すべきであるとの判断をしているのではなく、学年規模並びに児童又は生徒の卒業及び時間的経過について一定の条件を満たした場合のみ、「学校の名称及び電話番号、校長の氏名並びに校長印の印影中の学校名を公開すべきである」との判断を示したものであり、この点について、審査請求人は上記答申及び裁決の解釈を誤っている。

第4　審査会の判断

当審査会は、審査請求の対象となった本件公文書を個別、具体的に検討した結果、以下のように判断する。

１　本件公文書の概要等

（１）本件公文書は、体罰に関する学校事故報告書であり、学校名、電話番号、校長の氏名、件名、被害生徒の学年､組、氏名、年齢及び性別、保護者の氏名、続柄及び住所、担任氏名、発生日時、場所、事故の程度、事故の内容、学校側の措置、事前の指導、事後の指導、家庭との連絡状況等を記載する欄がある。

「学校事故報告書」は、北九州市立小中学校等管理規則（昭和３８年北九州市教育委員会規則第８号）第９条の規定に基づき、児童生徒の集団的疾病、死亡事故もしくは傷害その他の不祥事件が発生した場合に、校長から北九州市教育委員会に提出されるものである。

（２）本件非公開情報は、学校名（校長印の印影中の学校名を含む。以下同じ。）、電話番号、校長の氏名、加害教師の氏名、被害生徒の組、氏名、保護者の氏名、続柄、住所、担任氏名、病院の名称、所在地及び電話番号等である。
　２　条例第６条第１号（個人情報）該当性

　（１）処分庁は、本号に該当するとして、本件非公開情報を非公開とした。

　（２）条例第６条第１号は、「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特定の個人が識別され、又は識別され得るもの」は非公開とすることを定めている。

　　　　本号は、個人のプライバシーを保護することを目的としているが、個人のプライバシーの概念は抽象的であり、その具体的内容や保護すべき範囲が明確でないので、広く個人に関する情報について、特定の個人が識別され、又は識別され得る情報は非公開とすることを定めたものである。

　　　　一方、条例第６条第１号ただし書では、

　　　ア　法令の規定により、何人も閲覧することができるとされている情報

　　　イ　公表することを目的として作成し、又は取得した情報

　　　ウ　公務員の職務の遂行に係る情報に含まれる当該公務員の職及び氏名に関する情報であって、公開しても、当該公務員の個人の利益が害されないと認められるもの

　　　エ　その他公開することが公益上必要であると認められる情報

　　　については、公開すべきことを定めている。

　　　　このような規定の趣旨に従い、以下のとおり検討することとする。

　（３）本件非公開情報の本号該当性判断

　　　ア　本件非公開情報のうち、校長の氏名、加害教師の氏名、担任氏名、被害生徒の氏名、保護者の氏名、続柄、住所は特定の個人が識別され、又は識別され得る情報であり本号本文に該当する。そこで以下において、これらの本号ただし書該当性、特に校長の氏名、加害教師の氏名、担任氏名のただし書ウ該当性について検討する。
　　　イ　まず本号ただし書ア及びイ該当性について検討すると、上記情報が法令の規定により何人も閲覧することができる情報ではなく、また公表することを目的として作成した情報にもあたらないため、本号ただし書ア及びイに該当しない。
　　　ウ　次に本号ただし書ウにいう公務員の職務の遂行に係る情報（以下「公務員情報」という。）について検討すると、校長の氏名、加害教師の氏名、担任の氏名が該当する。

　　　　　　しかし本件公文書においては、校長の氏名、担任の氏名及び加害教師の氏名は、公務員情報であると同時に、公開によって被害生徒を特定し得る情報、すなわち被害生徒の個人情報でもあるという二面性を有している。

そのため、これらを公務員情報として公開すれば、被害生徒が特定されプライバシーの保護を欠くという結果を招くことも考えられ、その場合には、本号の本来的な趣旨を損なうこととなる。

したがってこのような公務員情報については、それが同時に他の個人の個人情報に該当するか否かを検討し、他の個人の個人情報に該当する場合は当該公務員情報は非公開とするべきであると考える。
また、総務省の「情報公開法に基づく処分に係る審査基準」においても同様の見解が示されているところである。
（ア）そこで本件公文書にかかる公務員情報について検討すると、担任の氏名及び加害教師の氏名は、公開によって容易に被害生徒が特定され得るものである。すなわち、担任の氏名及び加害教師の氏名は被害生徒の個人情報に該当すると認められるため、公務員情報ではあるが非公開とすることが適当である。

（イ）校長の氏名は直接的に被害生徒の特定には結びつかないものの、公開することによって学校名が明らかになり、場合によっては他の情報と相まって被害生徒の個人情報となる可能性が考えられることから、個別の文書ごとに具体的に検討する。

　　　エ　以上において検討してきた情報（校長の氏名を除く）について、公開すべき特段の公益上の必要性は認められない。

　　　オ　また、本号本文の「特定の個人が識別され、又は識別され得るもの」とは、氏名、住所のように特定の個人が識別される情報のほか、他の情報が相まって特定の個人が識別され得る情報を含むものであり、本件非公開情報では､学校名、電話番号、校長の氏名、病院の名称、所在地及び電話番号、被害生徒の組があげられる。そこで、それぞれの該当性について検討する。

　　　

（1） 学校名及び電話番号、校長の氏名（以下「学校名等」という。）

別項において個別の文書ごとに具体的に検討する。

（イ）病院の名称、所在地及び電話番号

これらが公開されると、被害生徒の通学区域が容易に判明する。また、既に公開されている事故発生日時と相まって、被害生徒が特定される蓋然性は高く本号本文に該当する。また、ただし書アからエまでに該当しない。
（ウ）被害生徒の組

学校名等が公開された場合、学年は既に公開されていることから、それらと相まって、被害生徒が特定され得る情報となる。また、学校名等を非公開とした場合であっても、大規模校の場合には組数によっては学校名が判明し、学校名が公開された場合と同様の結果となる場合があるため、本号本文に該当する。また、ただし書アからエまでに該当しない。
３　学校名等の条例第６条第１号（個人情報）該当性判断

過去の同趣旨の審査請求に対して当審査会が行った答申（平成１２年３月２１日答申第２１号及び平成１３年１０月３日答申第２７号）における判断をふまえ、学校名等の本号本文該当性、つまり即ち、学校名等の公開の可否について個別の文書ごとに検討する。

なお当審査会は、学校名等の公開の可否を判断するにあたっては、被害生徒側の心情にも配慮することが妥当との考えから、現行条例（北九州市情報公開条例（平成１３年条例第４２号））第２７条第４項の規定に基づき、保護者に対し学校名等の公開についての意見照会を行った。

　（１）平成１２年７月１５日付学校事故報告書

　　　ア　当該公文書に係る学校事故は、事故発生日から２年９月（平成１５年２月１日現在。以下同じ。）を経過しており、被害生徒も既に卒業している。

　　　イ　これまで当審査会では、事故発生日から２年以上経過し、また、被害生徒が卒業していれば、時間的経過や被害生徒を取り巻く環境の変化から、詮索的に情報を収集しない限り、被害生徒の特定は困難であるとの判断を行ってきた。

　　　ウ　ところで、小規模校は大規模校に比べて被害生徒の特定が容易であることが歴然であることから、当審査会ではこれまで、学校規模による被害生徒特定の難易について、１学年の生徒・児童数が１００名を上回る規模であることを基準として判断を行ってきたところである。

当該公文書に係る中学校についてみると、学年人数が１００名を大きく下回っており、被害生徒特定の蓋然性は高いと考えられる。

　　　エ　以上から、当該公文書については、事故発生日から２年以上経過し、被害生徒が卒業しているものの、学年人数が１００名を大きく下回っていることから、学校名等は「特定の個人が識別され、又は識別され得るもの」と定めた本号本文に該当し、ただし書アからエまでに該当しないため、非公開とすることが適当である。

　（２）平成１２年５月８日付学校事故報告書

　　　ア　当該公文書に記載された学校事故については、学校名、校長名などが既に新聞報道されている。

　　　　　　しかし公文書の公開は、報道とは切り離して考えるべきであり、そのうえで被害生徒が特定されるかどうかを判断することが適当である。

　　　イ　そこで当該公文書に係る学校事故についてみてみると、事故発生日から２年９月を経過しており、被害生徒も既に卒業している。また、事故発生当時の学年人数は１００名を上回っている。

　　　　ウ　上記（１）における学校名等の公開の判断にあたって述べたとおり、事故発生日から２年以上の経過、被害生徒の卒業、かつ１００名以上の学年人数である場合、詮索的に情報を収集しない限り被害生徒の特定は困難であると考えられるため、当該公文書においては、学校名等は本号本文に該当しない。

　　　エ　また保護者も、学校名等の公開に反対していないことから、当該公文書については、学校名等を公開することが適当である

　（３）平成１２年７月１３日付学校事故報告書

　　　ア　当該公文書に係る学校事故は、事故発生日から２年７月を経過しており、被害生徒も既に卒業している。また、事故発生当時の学年人数は１００名を上回っている。

　　　　イ　しかし本件は、部活動という限られた中で生じた事故であり、学校名等が公開されれば、被害生徒が特定される蓋然性は高いといえる。

　　　ウ　また保護者の意見は、事故後、部活動担当教師と話し合いをしながら、信頼関係を図って協力してきたので、学校名等は非公開としてほしいとのことである。

　　　　　　このことから、被害生徒は既に卒業しているものの、部活動を通じて築かれた人間関係は現在も続いているものと推察され、学校名等が公開されることにより、その関係に支障をきたすのではないかという被害生徒側の不安は、考慮するに足りるものであると判断される。

　　　　エ　以上のことを勘案すると、当該公文書における学校名等は従来の公開の判断基準は満たすこととなるが、部活動中の事故であること及び保護者の意見を斟酌すると、本件における学校名等は保護されるべき個人情報と判断されるため、本号本文に該当し、ただし書アからエまでに該当しないので、非公開とすることが適当である。
　（４）平成１２年８月１日付学校事故報告書

　　　　　当該公文書に係る学校事故は、事故発生日から２年６月を経過しており、被害生徒も既に卒業している。また、事故発生当時の学年人数は１００名を上回っている。

　　　　したがって、上記（２）ウと同様の理由から、当該公文書についても学校名等は本号に該当せず、保護者の意見も出されていないことから、学校名等を公開することが適当である。

　（５）平成１２年９月１２日付学校事故報告書

当該公文書に係る学校事故は、事故発生日から２年４月を経過しており、被害生徒も既に卒業している。ただし、学年人数は１００名を大きく下回っている。

したがって、上記（１）エと同様の理由から、学校名等は本号本文に該当し、ただし書アからエまでに該当しないため、非公開とすることが適当である。

　（６）平成１２年９月１９日付学校事故報告書

　　　ア　当該公文書に係る学校事故は、事故発生日から２年４月を経過しており、被害生徒も既に卒業している。また、事故発生当時の学年人数は１００名を上回っている。

　　　　イ　しかし、本件事故は程度の著しいものであって、被害生徒の受けた心の傷は深いと思料され、当該事故については他に知られたくないという被害生徒側の気持ちは強いものと推察される。また、他の生徒等の記憶に残っている可能性も高く、学校名等が公開されれば、被害生徒が特定される蓋然性は高いといえる。

　　　ウ　保護者の意見は、このような事故については、事故の内容や、事故に対して学校と保護者がどういう対応をしたのか、また、対応の結果と今後の措置が重要なのであり、事故の早期解決のために関係者が努力したことを理解すべきであって、多少なりとも被害生徒が特定される可能性のある学校名等の公開には反対とのことである。

　　　　エ　以上のことを勘案すると、当該公文書における学校名等は従来の公開の判断基準は満たすこととなるが、事故の程度、被害生徒の心情及び保護者の意見を斟酌すると、当該公文書における学校名等は保護されるべき個人情報と判断されるため、本号本文に該当し、ただし書アからエまでに該当しないので、非公開とすることが適当である。

　（７）平成１２年９月２１日付学校事故報告書

　　　ア　当該公文書に係る学校事故は、事故発生日から２年４月を経過しており、被害生徒も既に卒業している。また、事故発生当時の学年人数は１００名を上回っている。

　　　　　したがって、上記（２）ウと同様の理由から、当該公文書についても学校名等は本号に該当せず、また、保護者も学校名等の公開に反対していないことから、当該公文書については、学校名等を公開することが適当である。

　　　イ　また当該公文書では、加害教師及び担任の教師以外に、事故に関わった教師の氏名が非公開とされている。学校名等が公開された場合、事故に関わった教師の氏名は本号本文に該当するものの、同時に被害生徒の個人情報となるものとは認められないため、本号ただし書ウにいう公務員情報に該当し、公開することが適当である。

　　　ウ　さらに当該公文書では、被害生徒の態度を教師が主観的に表現した記載が非公開とされている。このような被害生徒のプライバシーに関する記載を非公開とすべきことは､当審査会が答申第２７号において付帯意見として指摘したものである。
当該公文書における記載は、被害生徒のプライバシーに関わる個人情報と認められるため、本号本文に該当し、ただし書アからエまでに該当しないので、非公開とすることが適当である。

　（８）平成１２年１０月１０日付学校事故報告書

　　　　当該公文書に係る学校事故は、事故発生日から２年3月を経過しているものの、被害児童は現在も小学校５年に在学中で、被害児童を取り巻く環境は変わっておらず、また、事故発生当時の学年人数も１００名を大きく下回っている。

　　　　したがって、当該公文書については、学校名等は本号本文に該当し、ただし書アからエまでに該当しないため、非公開とすることが適当である。

　（９）平成１２年１２月１１日付学校事故報告書

　　　　ア　当該公文書に係る学校事故は、事故発生日から２年１月を経過しており、被害生徒も既に卒業している。また、事故発生当時の学年人数は１００名を上回っている。

　　　　　したがって、上記（２）ウと同様の理由から、当該公文書についても学校名等は本号に該当せず、当該公文書については学校名等を公開することが適当である。

　　　イ　また当該文書では、加害教師、担任の教師以外に事故に関わった教師の組と氏名が非公開とされている。これについても上記（７）イと同様の理由から、公開することが適当である。

　４　結論

　　　以上のことから、当審査会は、処分庁の本件処分において非公開とされた情報について、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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